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(8) 医療的ケア児等福祉手当  

  

支給対象者 

・市内に住民票がある方の養育・看護を受け，恒常的に医療的ケアを受ける
ことが不可欠である満１８歳未満の方 

・ただし，引き続き医療的ケアが必要と認められる場合は満２０歳まで延長 
・小児慢性特定疾病の医療費支給認定を受けている満１８歳未満の方 
・ただし，継続更新の場合は満２０歳まで延長 

支 給 制 限 心身障害者福祉手当及び難病患者福祉手当の受給者を除く 

手 当 額 
月額 5,000 円 （4 月，8 月，12 月に支給） 
※ 申請月の翌月分から対象 

 

5 年金 

国民年金は，老齢・障がいまたは死亡によって国民生活の安定が損なわれることを国民の共

同連帯によって防止し，健全な国民生活の維持，向上に寄与することを目的とした制度です。 

(1) 障害基礎年金  

 

支給要件 

①国民年金の加入期間中に初診日がある傷病により障がい者となった人で
次の要件を満たしたときに請求できます。 

ｱ.初診日の前日において，初診日の属する月の前々月までの被保険者期
間のうち,保険料を納めた期間（厚生年金保険被保険者期間を含む）と免
除された期間が合せて３分の２以上あること。(初診日が令和 8（2026）年 3
月 31 日までにあるときは,初診日の属する月の前々月までの直近 1 年間
に滞納がなければよいことになっています。) 
なお，初診日以後に納付した期間,初診日以後に免除申請した期間,初診
日以後に 3 号特例に該当した期間は除かれます。 

ｲ.初診日から 1 年 6 か月を経過した日(その期間内に治った場合はその日)
の障がいの程度が国民年金法施行令で定める 1 級または 2 級に該当す
ること。初診日から 1 年 6 か月を経過した日において,障がいの状態が国
民年金法施行令で定める 1 級又は 2 級に該当しない場合であっても,その
後,障がいの状態が重くなった場合に障害基礎年金を受けられることがあ
ります。 

②60 歳以上 65 歳未満でいずれの年金にも加入していない期間に初診日の
ある障がい者 (①のｱ・ｲが条件) ただし,老齢基礎年金を繰り上げて受給
している方は除かれます。 

③20 歳未満に初診日のある病気，けがで障がい者（国民年金法施行令で定
める 1 級または 2 級）になったとき。（所得制限および他の公的年金受給に
よる制限あり） 

年 金 額 

【 】内は昭和 31 年 4 月 1 日以前生まれの方の額 
・１級障害基礎年金     
令和７年 ４月～ １，０３９，６２５円（月額８６，６３５円） 

【１，０３６，６２５円（月額８６，３８５円）】 
・２級障害基礎年金 
令和７年 ４月～   ８３１，７００円（月額６９，３０８円） 

【８２９，３００円（月額６９，１０８円）】 

※ 申請方法及び要件等については，保険年金課または年金事務所へお問い合わせください。 

■子ども発達センタ— 
交流・管理グループ 

TEL 647-4721FAX 647-4715 

国民年金 
■保険年金課 国民年金グループ 

TEL 632-2327FAX 632-2326 

■宇都宮西年金事務所 
TEL 622-4281（音声案内①） FAX 621-2177 

■宇都宮東年金事務所 
TEL 683-3211（音声案内①） FAX 683-3177 
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＜障害基礎年金を受けられる障がいの状態＞ 
１級 

1 次に掲げる視覚障がい 

 イ 両眼の視力がそれぞれ０．０３以下のもの 

 ロ 一眼の視力が０．０４，他眼の視力が手動弁以下のもの 

 ハ ゴールドマン型視野計による測定の結果，両眼のⅠ／４視標による周辺視野角度の和がそ

れぞれ８０度以下かつⅠ／２視標による両眼中心視野角度が２８度以下のもの 

 ニ 自動視野計による測定の結果，両眼開放視認点数が７０点以下かつ両眼中心視野視認点数

が ２０点以下のもの 

2 両耳の聴力レベルが１００dB以上のもの 

3 両上肢の機能に著しい障がいを有するもの 

4 両上肢のすべての指を欠くもの 

5 両上肢のすべての指の機能に著しい障がいを有するもの 

6 両下肢の機能に著しい障がいを有するもの 

7 両下肢を足関節以上で欠くもの 

8 体幹の機能に座っていることができない程度または立ち上がることができない程度の障がいを有

するもの 

9 前各号に掲げるもののほか，身体の機能の障がいまたは長期にわたる安静を必要とする病状が前

各号と同程度以上と認められる状態であって，日常生活の用を弁ずることを不能ならしめる程度

のもの 

10 精神の障がいであって，前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

11 身体の機能の障がいもしくは病状または精神の障がいが重複する場合であって，その状態が前各

号と同程度以上と認められる程度のもの 

 

２級 

1 次に掲げる視覚障がい 

  イ 両眼の視力がそれぞれ０．０７以下のもの 

  ロ一眼の視力が０．０８，他眼の視力が手動弁以下のもの 

  ハ ゴールドマン型視野計による測定の結果，両眼のⅠ／４視標による周辺視野角度の和がそ

れぞれ80度以下かつⅠ／２視標による両眼中心視野角度が５６度以下のもの 

  ニ 自動視野計による測定の結果，両眼開放視認点数が７０点以下かつ両眼中心視野視認点数

が４０点以下のもの 

2 両耳の聴力レベルが９０dB以上のもの 

3 平衡機能に著しい障がいを有するもの 

4 そしゃくの機能を欠くもの 

5 音声または言語機能に著しい障がいを有するもの 

6 両上肢のおや指およびひとさし指または中指を欠くもの 

7 両上肢のおや指およびひとさし指または中指の機能に著しい障がいを有するもの 

8 一上肢の機能に著しい障がいを有するもの 

9 一上肢のすべての指を欠くもの 

10 一上肢のすべての指の機能に著しい障がいを有するもの 

11 両下肢のすべての指を欠くもの 

12 一下肢の機能に著しい障がいを有するもの 

13 一下肢を足関節以上で欠くもの 

14 体幹の機能に歩くことができない程度の障がいを有するもの 

15 前各号に掲げるもののほか，身体の機能の障がいまたは長期にわたる安静を必要とする病状が前各号

と同程度以上と認められる状態であって，日常生活が著しい制限を受けるか，または日常生活に著しい

制限を加えることを必要とする程度のもの 

16 精神の障がいであって，前各号と同程度以上と認められる程度のもの 

17 身体の機能の障がいもしくは病状または精神の障がいが重複する場合であって，その状態が前各号と

同程度以上と認められる程度のもの 

 

 

 

 

※視力の測定は，万国式試視力表によるものとし，屈折異常があるものについては，矯正視力によって測定する。 
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(2) 障害厚生年金  

支給要件 

厚生年金保険被保険者期間に初診日がある傷病により障がい者となった人
で障害基礎年金の要件ｱを満たしたときに請求できます。 
また，ｲの初診日から 1 年 6 か月を経過した日(その期間内に治った場合はそ
の日)の障がいの程度が障がいの状態が該当しない場合であっても,その後,
障がいの状態が重くなり，国民年金法施行令で定める 1 級または 2 級，また
は厚生年金保険法施行令で定める 3 級に該当した場合に障害厚生年金を受
けられることがあります。 

年 金 額 

１級障害厚生年金    報酬比例部分×1.25＋１級障害基礎年金 
２級障害厚生年金    報酬比例部分＋２級障害基礎年金 
３級障害厚生年金    報酬比例部分 
※ 報酬比例部分は厚生年金保険被保険者期間によって決まる年金額で
す。【 】内は 68 歳以上の方の額 
※ ３級には最低保障があります。 
令和７年４月～ 623,800 円（月額 51,983 円）【622,000 円（月額 51,833 円）】 

 

＜障害厚生年金を受けられる障がいの状態＞ 

１級 

  障害基礎年金１級に同じ 

２級 

  障害基礎年金２級に同じ 

３級（厚生年金保険のみ） 

1 次に掲げる視覚障がい 

 イ 両眼の視力がそれぞれ０．１以下に減じたもの 

 ロ ゴールドマン型視野計による測定の結果，両眼のⅠ／４視標による周辺視野角度の和がそれぞれ

80度以下に減じたもの 

  ハ 自動視野計による測定の結果，両眼開放視認点数が７０点以下に減じたもの 

2 両耳の聴力が４０ｃｍ以上では通常の話声を解することができない程度に減じたもの 

3 そしゃく又は言語の機能に相当程度の障がいを残すもの 

4 脊柱の機能に著しい障がいを残すもの 

5 一上肢の三大関節のうち，二関節の用を廃したもの 

6 一下肢の三大関節のうち，二関節の用を廃したもの 

7 長管状骨に偽関節を残し，運動機能に著しい障がいを残すもの 

8 一上肢のおや指及びひとさし指を失ったものまたはおや指もしくはひとさし指を併せ一上肢の三指以上を

失ったもの 

9 おや指及びひとさし指を併せ一上肢の四指の用を廃したもの 

10 一下肢をリスフラン関節以上で失ったもの 

11 両下肢の十趾の用を廃したもの 

12 前各号に掲げるもののほか，身体の機能に，労働が著しい制限を受けるか，又は労働に著しい制限を加

えることを必要とする程度の障がいを残すもの 

13 精神または神経系統に，労働が著しい制限を受けるか，または労働に著しい制限を加えることを必要と

する程度の障害を残すもの 

14 傷病が治らないで，身体の機能または精神もしくは神経系統に，労働が制限を受けるか，または労働に

制限を加えることを必要とする程度の障がいを有するものであって，厚生労働大臣が定めるもの 

■宇都宮西年金事務所 
TEL 622-4281（音声案内①） FAX 621-2177 

■宇都宮東年金事務所 
TEL 683-3211（音声案内①） FAX 683-3177 
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(3) 特別障がい給付金制度  

障害基礎年金などを受給していない障がい者で，

下記に該当する６５歳未満の方が請求できます。 

対象者 

国民年金に任意加入していなかった下記①・②のいずれかの期間内に初診

日があり，現在，障害基礎年金１・２級相当の障がいに該当する方 

①平成３年３月以前に国民年金任意加入対象であった学生 

②昭和６１年３月以前の厚生年金・共済組合などの加入者の配偶者 
・昭和６１年３月以前の厚生年金・共済年金の老齢給付受給権者及び受給資格

期間満了者(通算老齢・通算退職年金を除く)の配偶者 

・昭和６１年３月以前の厚生年金・共済年金の障害年金受給者の配偶者    

・昭和６１年３月以前の国会議員の配偶者 

・昭和６１年３月以前の地方議会議員の配偶者(昭和３７年１２月以降)があります。 

給付月額 
１級：56,850 円  ２級: 45,480 円 
※ 所得制限および他の公的年金受給による制限があり，給付金は，請求のあった

月の翌月分から支給されます。 

特別障がい給付金を受

けられる障がいの状態 
26 ページ・＜障害基礎年金を受けられる障がいの状態＞を参照 

 

(4) 心身障がい者扶養共済制度 身・知・精 

心身障がい児(者)を扶養している方が加入者とな

り，その加入者が死亡または事故などにより重度障が

いになったとき，あとに残された障がい児（者）に終身

一定年額の年金を支給し，生活の安定を図ろうとする

制度です。 

加入できる方 

次に掲げる心身障がい児（者）を扶養している方で，栃木県内に住所を有し，

加入時年度の４月１日時点の年齢が満６５歳未満の健康な方です。 

 ■知的障がい児（者）  

 ■身体障がい者手帳を所持し，その障がいが１～３級までに該当する方 

  ■その他，精神または身体に永続的な障がいがあり，その程度が上記と同

程度と認められる方（脳性麻痺，進行性筋委縮症，血友病，自閉症，統

合失調症など） 

加 入 口 数 ２口まで加入できます。 

掛 金 額 

加入者の年齢によって異なります。 

なお，納付期間が２０年以上であり，４月１日時点で満６５歳である年度の，

加入応当月（１月に加入した方は１月，６月に加入した方は６月）の前月まで

掛金を納付した場合は，掛金が免除になります。 

ただし，昭和６１年３月３１日までに加入された方の一口目については２５年に

なります。 

年 金 額 月額２０，０００円，２口の場合は４０，０００円 

 

  

■栃木県障害福祉課 

  TEL 623-3053  FAX 623-3052 

■保険年金課 
国民年金グループ 
TEL 632-2327 FAX 632-2326 

■障がい福祉課 
  福祉サービスグループ 

TEL  632-2363 FAX  636-0398 
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＜１口あたりの掛金額＞ 

加入時の年度の４月１日時点の年齢 掛金額（月額） 

３５歳未満 ９，３００円 

３５歳以上～４０歳未満 １１，４００円 

４０歳以上～４５歳未満 １４，３００円 

４５歳以上～５０歳未満 １７，３００円 

５０歳以上～５５歳未満 １８，８００円 

５５歳以上～６０歳未満 ２０，７００円 

６０歳以上～６５歳未満 ２３，３００円 

※ 平成１９年度以前に加入された方は，上記の掛金額と異なっています。 

※ 掛金が免除となり，現在掛金の納付をされていない加入者の方は，引き続き掛金の納付 

 は要しません。 

※ 弔慰金，脱退一時金については，加入期間によって金額が異なるためお問い合わせくだ 

 さい。 

 

＜掛金の減免＞ 

加入者が次のような世帯に属するときは，掛金が減免されます。 

世帯区分 減免額 

生活保護世帯であるとき １０分の１０の額 

市民税非課税世帯であるとき １０分の５の額 

市民税均等割のみ課税世帯であるとき １０分の３の額 

 

 

  


